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「国葬」を行わないことを求める
意見書

国葬の実施は、憲法14条が規定する法の下の平等に反する問題で、国民の思
想・良心の自由に反する。政府が根拠とする「内閣設置法」は国葬実施の法
的根拠になり得ず、法治主義を壊すもので、法的根拠がない「国葬」の実施
について撤回することを求める。

× × × × × △ △ 議 △ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 原案可決

個人情報保護法全面施行に向
け、条例改正における自治体の
自主的主体的な判断を最大限尊
重するよう強く求める意見書

2023年春の個人情報保護法全面施行で、これまで自治体が条例で定めるな
どして保護してきた個人情報が、全国的な共通ルールで個人情報保護委員
会に一元化される。自治体への介入であり、委員会に抗議し、自治体の判断
を最大限尊重するよう求める。

× × × × × ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

原発新増設と再稼働及び運転期
間延長等のエネルギー基本方針
転換の撤回を求める意見書

国の崩壊の危機や国富の喪失、人権の侵害を経験した教訓をいかさず原発
推進に向けた政府方針の変更は、国民のいのちと暮らしをないがしろにす
る。政府が発表した原発の新増設と再稼働及び運転期間延長等のエネルギ
ー基本方針の転換を撤回することを強く求める。

× × × × × ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 原案可決

緊急小口資金・総合支援資金の
特例貸付の償還免除を求める意
見書

償還開始後に住民税非課税となった方の以後の償還を全額免除すること、
非課税に該当しない場合でも、既存制度の受給により返済が困難な方は住
民税非課税の方と同じ取扱いとすること、総合支援資金の特例貸付の償還
免除要件についても同等とすることを求める。

× × × × × ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

共同親権導入には慎重に対応す
ることを求める意見書

「共同親権」の議論に際し、「親権（者）」や「監護（者）」の定義及び現行法
では不可能で法改正が必要な立法事実を明確にし、乳幼児・児童・思春期
の精神医学の観点や、海外で共同監護により子や同居親の安全が阻害され
ているとの研究などの考慮等を求める。

△ △ △ △ △ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ 原案可決

更年期対策の推進を求める意見
書

更年期症状があっても、大半の人が医療機関を受診せず、男性にも更年期が
あることを知らない人が多い。医療機関とも連携し、正しい情報に触れる
機会を増やすこと、老年期までの包括的な性教育を行うこと、労働環境改善
のための法整備及び予算措置を求める。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

都立高校入試の合否判定に英語
スピーキングテストESAT－Jの
結果を用いないことを求める意
見書

英語スピーキングテストは、採点の公平・正確さ、不受験者に付与する仮の
得点が順位に影響する可能性、配点が高いことの合理性など様々な問題点
が指摘されている。東京都及び東京都教育委員会に対して、都立高校入試
の合否判定に用いないことを強く求める。

× × × × × ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ 原案可決

女性デジタル人材育成を強力に
推進するための支援を求める意
見書

女性の経済的自立に向け、また、女性人材の成長産業への円滑な移動支援を
図るため、全国どこに住んでいても、育児や介護など時間的な制約があって
もテレワークを活用しながら就労ができ、サポートを受けながら実践的経
験を積める機会を提供することを求める。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

五輪汚職事件の余罪を含めた全
容解明と徹底的な再発防止を求
める意見書

受託贈収賄事件について、①余罪も含め全容解明を行うこと、②逮捕者まで
出した汚職事件の発生を踏まえ、大会報告書・大会経費を全面的に検証し
直し、都民に結果を公表すること、③組織委員会が作成・保存している文書
を開示することを東京都に求める。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

世界平和統一家庭連合及び関連
団体と政府及び政治家との関係
について全容解明を求める意見
書

統一協会は、霊感商法などの深刻な被害をもたらした反社会的と指摘され
ている団体である。政治家と統一協会及び関連団体との関係を明らかに
し、関係を断つことが必要である。名称変更の経過を明らかにし、被害者救
済対策、法的対応を検討することを求める。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

将来に備えた基金の積立てなど
計画的な財政運営を求める決議

公共施設マネジメント基金残高は 1 億円。人口類似市の国分寺市は51億
円、昭島市は71億円、東久留米市は19億円で本市は大きく後れをとってい
る。市長に対し、将来の巨額の財政需要に備え、目的別の基金の積立てなど
計画的な財政運営に努めるよう求める。

○ ○ ○ ○ ○ × × 議 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案可決

西岡市長に対し、小金井市立保
育園廃園問題について、保護者
団体など関係者と対話を重ねる
ことを求める決議

市立保育園 3園を廃園にするという重要案件について問答無用の姿勢は理
解できない。市長は「対話の市政」と標榜するが、看板に偽りありと指摘せ
ざるを得ない。市長に対し、保護者団体など関係者と真摯に向き合い、対話
を重ねる場を設定することを強く求める。

× × × × × × × 議 × ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 否　決

新型コロナウイルス感染症の指
定感染症の類型を 2 類から 5 類
へ見直すことを求める意見書

第 7波と呼ばれる新型コロナウイルスのオミクロン株の病毒は軽くなり、
季節性インフルエンザと同等に近いものと変化してきた。医療費を国負担
とする等、柔軟で実効性のある対策を講じた上で、感染症法上の位置付けを
2類から 5類指定とするよう強く求める。

× × × × × ○ ○ 議 ○ × × × △ △ △ × × ○ ○ △ × ○ × 否　決

新型コロナ感染症感染拡大か
ら、国民のいのちを守る対策を
行うことを求める意見書

発熱外来の体制、PCR検査の拡充、医療全体の体制強化、臨時的医療施設・
療養施設が機能する対策、保健所の抜本的な機能強化、ワクチンを必要とす
る人への接種が円滑に進むよう対策をとることなど、国民のいのちを守る
対策を行うことを強く求める。

× × × × × × × 議 × ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 否　決
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○：賛成　×：反対　△：退席　議：議長（原則、採決には加わらず）
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意見書・決議の審議結果
※　可決された意見書は、国等への関係機関に送付しました。

小金井市はGPN会員として
印刷のグリーン購入に取り組んでいます
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全
員
協
議
会
を

開
催
し
ま
し
た

【
８
月
19
日
・
９
月
５
日
】

▼�　
新
た
な
保
育
業
務
の
総
合
的
な

見
直
し
方
針
に
つ
い
て

【
９
月
30
日
・
10
月
３
日
・
10
月
４

日
】

▼�　
専
決
処
分
に
つ
い
て

【
10
月
６
日
】

▼�　
第
一
小
学
校
増
改
築
等
基
本
計

画
に
つ
い
て

【
10
月
31
日
】

▼�　
小
金
井
都
市
計
画
ご
み
処
理
場

の
変
更
に
つ
い
て

▼�　
小
金
井
都
市
計
画
用
途
地
域
の

変
更
に
つ
い
て

広
報
協
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会
を

開
催
し
ま
し
た

【
８
月
24
日
・
９
月
22
日
・
11
月
11
日
】

▼
１　

�

各
部
会
の
状
況
報
告
に
つ
い

て

▼
２　

�

議
会
改
革
の
調
査
事
項
に
つ

い
て

▼
３　

�

議
会
報
の
掲
載
事
項
に
つ
い

て

７月２５日、２６日
▽愛知県新城市　若者議会について
▽愛知県豊橋市　シティプロモーションについて

委員会の視察先とテーマ
総務企画委員会

１１月７日、８日
▽宮城県亘理郡亘理町　自治体ＤＸ・公民連携について
▽宮城県仙台市　自治体ＤＸについて

※�過去の行政視察報告書は、議会図書室（本庁舎４階）
または情報公開コーナー（第二庁舎６階）で閲覧でき
ます。また、行政視察報告書を市ホームページで公開
しています。

行財政改革推進調査特別委員会

８月１８日、１９日
▽千葉県佐倉市　ファシリティマネジメントの取組に
　　　　　　　　ついて

庁舎等建設及び公共施設マネジメント
推進調査特別委員会

▽大阪府豊中市　包括施設管理業務委託の取組について
　　　　　　　　（オンライン視察）
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